
歳出で削減すべき項目（A) (千円)

款 項 事項 予定額 一般財源 市債 国・県支出金 その他

議会費 議会費 議員団派遣（海外） 30,000 30,000 - - -

総務費 総務管理費
中部国際空港二本目滑走路
建設促進期成同盟会への負
担金支出

1,000 1,000 - - -

中部国際空港第二滑走路整
備に向けた調査

127,350 127,350 - - -

防災危機管
理費

国民保護業務 331 331 - - -

子ども青少年費
子ども青少年
費

公立保育所の社会福祉法人
への移管の中止（6件）

323,221 93,306 20,000 209,915 -

環境費 環境対策費
木曽川水系連絡導水路事業
に係る工業用水道事業会計
への出資

2,051 2,051 - - -

観光文化交流費 観光推進費 高級ホテル立地促進事業 100,661 100,661 - - -

名古屋城費
金シャチ横丁第二期整備
（博物館基本計画の策定）

5,000 5,000 - - -

名古屋城天守
閣会計支出金

名古屋城天守閣事業資金の
貸付

267,461 267,461 - - -

住宅都市費
都市整備事
業費

ささしまライブ24地区・名駅
南地区へのアクセス改善等
の推進(調査設計費等)

17,000 17,000 - - -

高速道路建
設費

名古屋高速道路公社への出
資金・建設資金貸付金

3,100,000 93,000 3,007,000 - -

教育費 小学校費
小学校給食調理の民間委託
拡大（8校）の中止

203,524 203,524 - - -

諸支出金
公営企業会
計支出金

水源施設建設出資金（揖斐
川分）

44,200 44,200 - - -

歳出削減額　計 4,221,799 984,884 3,027,000 209,915 0

・
ｐ１

歳出で増額すべき項目(B) (千円)

款 項 事項 予定額 一般財源 市債 国・県支出金 その他

　　2023年度一般会計予算の組み替え案 ( 算定資料 )



総務費
防災危機管
理費

災害対策事業基金への財源
繰り出し

552,222 552,222 - - -

健康福祉費 老人福祉費
加齢性難聴者の補聴器購入
補助制度創設（70歳以上対
象、平均50千円×5000人）

250,000 250,000 - - -

国民健康保
険費

国保料賦課率引き上げの中
止及び国保料均等割額引下
率を5％から10％に拡大

1,173,777 1,173,777 - - -

18歳以下の国保料均等割
の廃止

1,074,816 1,074,816 - - -

感染症対策
費

新型コロナウイルス感染症
対策の拡充

200,000 200,000 - - -

環境費 環境保全費
住宅用太陽光発電初期費用
ゼロ促進事業（発電出力100
千円/kw×5.5kw×1000件）

550,000 550,000 - - -

スポーツ市民費 市民生活費
奨学金返還支援制度の創設
(一人年360千円×2000人)

720,000 720,000 - - -

経済費 産業費
小規模事業所エコリフォーム補
助制度の創設（平均500千円×
1000件）

500,000 500,000 - - -

住宅都市費 住宅費
住宅エコリフォーム補助制度の
創設(平均200千円×1000件) 200,000 200,000 - - -

教育費 教育総務費
高等学校給付型奨学金を非
課税全世帯対象に拡大

410,520 410,520 - - -

小学校費 小学校給食費の無償化 4,676,819 4,676,819 - - -

小学校給食調理の民間委託
拡大の中止(8校)

203,730 203,730 - - -

私学振興費
私立高等学校授業料補助を
全世帯対象に拡大（現行不
支給生徒一人10千円/年）

85,000 85,000 - - -

歳出増額　計 10,596,884 10,596,884 0 0 0

・

歳入で増額すべき項目（Ｃ） (千円)

款 項 事項 予定額 一般財源 市債 国・県支出金 その他

市税 市民税 市民税減税の中止 9,612,000 9,612,000 - - -

歳入増額　計 9,612,000 9,612,000 0 0 0

歳入-歳出 (千円)

予定額 一般財源 市債 国・県支出金 その他

残高 3,236,915 0 3,027,000 209,915 0

・ ｐ２


